1998年4月：「ＮＰＯとＮＰＯ法について」（大西光夫）

この文書はやや古いのですが、当時の気分を表現しているのでそのまま掲載しています。（大西）


ＮＰＯ＆ＮＰＯ法について

ＮＰＯとは何？

言葉の意味は、「民間非営利団体」です。

  「ＮＰＯ」とは、英語の、「Non-profit Organization」の頭文字をとったもので、直訳すると「非営利団体」ですが、「非政府（民間）」であることが前提にされていますので、言葉の意味としては、「民間・非営利・団体」と解されます。

主にアメリカで使用されている言葉（表現）で、「営利団体：企業」との対比で使われます。団体を結成し、法人化しようとする時、「profit」を選ぶのか、それとも「Non-profit」を選ぶのかという局面などで意識されます。

「営利」とは、「利益（配分）を追求すること」です。そこで、「非営利」とは、「（収益活動し人件費などにも適正な費用を支出しても良いが、残った）利益を構成員で分配しないこと、又は利益を追求するものではないこと」の意味です。従って、「ＮＰＯ：民間非営利団体」という場合、広くは、大学や病院、教会、政党、協同組合なども含まれる概念で、勿論、「市民活動団体」も入ります。

アメリカにおいては、こうした「非営利団体：ＮＰＯ」という切口で物事を見ることが一般化しています。そして、この広義の「ＮＰＯ」を税法などで、「共益団体」とか「公益性が高い団体」とか、幾つかの種類に分類して制度的な措置をしています。

日本では、「広義の」とか「狭義の」といって断りつつ使っています。「ＮＰＯ：民間非営利団体」という言葉の厳密な意味だけで言えば、アメリカの広義の概念規定が正しく、しかし、一般的に日常会話やマスコミなどで使っている場合は、「（組織性のある）市民活動団体」、「特定非営利活動法人」などを指して使っているようです。

また、ＮＰＯの存在意義を求める観点からは、「公益性のあるＮＰＯ」という概念を論ずるべきで、ＮＰＯ一般と区分けすべきだという意見もあります。

以下、この文章中にもこうした広義と狭義の意味が交錯しますのでご留意ください。

さて、ＮＰＯの内容面ですが、その特性として、「自発性」「共感」をベースにした「価値の実現」を理念とし、多元的な価値観を形成する意義を持ち、「柔軟性」「即効性」「先駆性」「革新性」「批判性」「参加性」といった点が指摘されています。

ところで、こうした「民間非営利団体」に国際的に注目が集まり、どこの国でもその育成が課題となっていると言われますが、言葉は同じでも、その関連する制度や実態としてどういう団体が主流を占めているかとか、従って、その言葉を使用した場合、どういう団体がイメージされるのかは、各国まちまちです。「民間非営利団体：ＮＰＯ」という表現は使わないということも起きます。

例えば、イギリスでは、ＮＧＯ（非政府団体）とか、ボランタリー団体という表現が多く用いられ、また「登録チャリティ団体」（免税団体です）といった表現があります。ＮＰＯは使われません。イタリアでは、「協同組合型」（共益団体型）の民間非営利団体が主流で、日本で特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）で定義している「公益型（不特定多数の他者へのサービス型）」は少ないのです。（「共益団体は公益性を持たないのか」というと、そうではないと私は思いますが、ここでは概念の区分として使用）

日本では、先述しましたようにマスメディアなどで「ＮＰＯ」と使用される場合は、特定非営利活動促進法の影響が大きく、特定非営利活動法人を指したり、「公益型の市民活動団体」を指して使うことが多くなっています。国際的に使用されている学校や公益法人、協同組合、草の根市民活動団体を含めた一般的解釈としての「民間非営利団体」の意味としてはほとんど使用されていません。

こうしたこともあって、アメリカの学者グル－プを中心に国際的に共通する定義や分類、実態調査が試みられています。（アメリカのジョン・ホプキンス大学のレスター・Ｍ・サラモン教授を中心にした国際的なプロジェクトのこと）

よく似た言葉で「ＮＧＯ」がありますが？

　これも英語の頭文字をとったもので、国連で使用されてきました。Non-governmental Organization 、直訳すると「非政府団体」・「民間団体」を意味しますが、「非営利」が前提とされています。従って、言葉の意味としては「民間非営利団体」で、「ＮＰＯ」と同じです。

「ＮＰＯ」との違いということでは、「民間」と「非営利」のどちらの側面を強調しているかという違いです。

また、日本へは国際活動分野からこの言葉が入ってきたこともあって、途上国の社会開発に従事する、またはそうした活動を支援する団体の意味で使われることが多いようです。

「ボランティア」について
  この言葉が使われた最初は、イギリスの清教徒革命時の「志願兵」の意味で使用されたともいわれています。1647年に自警団という意味で使われたという記録もあります。「社会の生活問題の解決のために自発的・自主的に取り組む人々」を意味します。

日本では、明治期にキリスト教の奉仕活動や慈善活動とともに入ってきたため、「奉仕」や「無償性」が強調されていますが、第一義的な意味としては、「自発性」です。

　「ＮＰＯ」が組織の形態・内容を指す概念であるのに対し、「ボランティア」は個人の活動の態様を指す概念といえます。ボランティアの精神である「自発性・無償性（非対価性）」は、そのままＮＰＯの支柱精神です。ボランティア（活動）を継続的な体制へと組織化したものがＮＰＯだといえます。

ＮＰＯとボランティアを対立的に捉えるのは誤っています。

ＮＰＯの実態について

さて、広義に「ＮＰＯ」という場合、何もアメリカや英語圏の占有物ではありません。日本にも、たくさん存在します。学校だとか、宗教団体だとか、生活協同組合や労働組合、今いろいろ話題になる各種の「公益法人」や「公社」など、そして、「市民活動団体」「ボランティア団体」などがそれです。

古い昔のことで、奈良時代の行基や平安時代の空海などが、民間非営利活動を組織したという意味で、ＮＰＯのオーガナイザーだったといった指摘もあります。

大雑把に言って、現在日本では、「法人格を持っているＮＰＯ」が約30万団体（2／3は宗教法人）、「法人格を持っていないＮＰＯ（市民活動団体と思って良い）」が約10万団体程度といわれます。この10万という数字は、ある程度組織化された「団体」を計算した数字で、単なる「○○活動」とか「○○運動」とか「○○集団」は除外されています。

ちなみに、国際的には、法人格のあるＮＰＯはアメリカでは約130万団体、イギリスでは約50万団体といわれます。先進国だけでなく開発途上国や旧社会主義国にもたくさん存在します。

そして、こうしたＮＰＯを支える「ボランティア」が無数に存在します。例えば、アメリカでは、18歳以上の成人の半数の人たちが平均週４時間のボランティア活動に参加しているといわれ、それを財政規模にすると日本の国家予算（一般会計）程度になります。また、ＮＰＯの専従職員数は、行政機関の職員数を上回ります。（先ほどの国際調査による）

何故必要か。

多元的で柔軟な社会づくりに必要。政府や企業の弱点を補い克服する。

  「ＮＰＯ」が、何故注目され、これからの社会でその役割が期待されているのかと言えば、「政府の失敗（公平原理・法原理・多数決原理の限界等）」、「市場の失敗（利潤原理・自由競争原理の限界等）」を埋める役割です。

特に、「福祉国家の破産」や「地球的な問題を解決するには小さすぎ、地域の問題を解決するには大きすぎる」といわれる「国家の限界」に対して、「多元的福祉社会」「小さな政府･民間主導・自己責任社会」へ再編成しようということで、そこにおけるＮＰＯの役割が指摘されています。情報化社会の進展によって、市民が情報や知識を入手し社会的に成熟していくことが、ＮＰＯの基礎になっているともいわれます。

個人の自由や自己実現、社会の公平性・連帯・共生といった理念、多元的な価値観を認める社会づくりへの期待です。

市民が主体となって公共性や市民社会を創ってゆくために

すなわち、「政府」によって独占的に管理されていた「公益・公共性」を「市民」の手にも分担し（取り戻すともいえます）、「市民」が主体となって「新たな公共性」（市民社会やコミュニティ）を創り上げてゆくための方策・手段として、ＮＰＯを位置づけようというものです。

  こういう点から、「政府」、「営利・企業」と違う第三番目のセクターということで「サードセクター」と呼ばれたり、それらから独立しているという意味で、「インディペンデントセクター」とか、「ボランタリーセクター」（自発的なセクター）と呼ばれたりしていますが、ＮＰＯ活動が盛んな欧米社会では、「政府」や「企業」以上に、市民からの信頼と期待を集めています。そして、ＮＰＯを支援・育成する制度やシステム、社会的環境が作られています。

日本では、阪神･淡路大震災を契機に、「ボランティア」や「ＮＰＯ／ＮＧＯ」の自由闊達な活躍が注目される中で議論が沸騰してきましたが、明治期における「政府主導」、戦後の「企業主導」の社会構造が根強く残り、なかなか前進しません。しかし、長い歴史的視野から見る限り、民間非営利活動の文化と伝統は日本にも備わっていますし、独自の地域社会や文化を色濃く残す日本社会においては、地域コミュニティをベースにした活動を進めるＮＰＯは、大変ふさわしい存在だといえます。

ＮＰＯ法（特定非営利活動促進法）について

ＮＰＯ法は何故出来たのか

法的な定義から言えば、「法人格を持っていない公益活動をする民間非営利団体（市民活動団体）が簡易に法人格を取れるようにする」ためです。残念ながら、「共益的な」活動をする団体は、除外されています。「非営利」であれば、法人格をとれるというわけではなく、「公益性」が条件とされています。

「公益活動をする民間非営利団体」に対する法人格を認める法律は現在でも無くはないのです。むしろ、そのための100以上もの法律があります。代表的なものは、民法34条に規定されている「公益法人」制度で、財団法人と社団法人の2種類を定めています。この法律は明治30年に出来ました。以来、この制度に合致しにくい「公益・民間非営利の団体」に対して法人格を付与する必要性が出来た時、その時々「特別法」を作って対処してきました。私立学校法（昭和24年）、社会福祉事業法（昭和26年）、宗教法人法（同）、消費生活協同組合法（昭和23年）という具合です。

しかし、一方では、10万もの法人格を持たない民間非営利団体（市民活動団体）が存在し、各種の調査によれば、そのうちの約1割の団体が法人格が欲しいと言っています。

このことは、現在の制度はこれらの団体にとってはなかなか活用出来ないことを意味しています。ここに新しい立法の必要性が生まれた理由があります。

現在の立法論議が盛んになったのは、1995年の阪神淡路大震災でのボランティアやＮＰＯ団体（市民活動団体）の活躍があってからですが、その背景としては1980年代から増え始めた「市民活動団体」の活躍と存在があり、先駆的な人びとは、90年代初頭から「ＮＰＯ育成の必要性」や「法制度の確立」を指摘していました。

法人格とは何か。

「法人格」とは、「団体」にも「個人」と同じように権利能力を認めることを法律で規定するものです。「法人格」が無いと、賃貸や雇用、売買などの契約や資産の管理・所有を団体として行うことが出来ず、誰かの、例えば代表や会計責任者などの個人名義、個人責任で行わざるを得ません。代表者名義で契約していると、代表交代の度に名義変更しなければなりませんし、亡くなられた場合など混乱することも起こります。組織（共同体）としての自己確立もルーズになりがちですし、社会的な評価も向上しません。

現在ある制度は使いにくい。市民活動団体にマッチしない。

「公益法人」制度は、法人格付与の条件として、「財団法人なら基本財産が3億円程度、社団法人でも1億円程度は必要」だとか、「会員数が数百人必要、活動実績も要る」とされ、また、「主務官庁の許可を得る」ということが条件です。

「許可制」とは、許可権者の裁量によって認める制度です。仮に、「不許可」になっても「裁量権」を認めていますので、裁判などで争ってもなかなか勝てません。

また、許可にあたっては主務官庁の業務内容（権限）の枠内に団体の活動が制限されますので、行政の細分化されたタテ割り的な活動内容を越えて自由に活動することができません。

そして、この制度のもとに団体への「監督・指導」が行われます。

こうした制限や資格要件は市民活動団体にとっては、なかなかマッチしませんでした。市民活動団体は市民のボランティアや無償労働、寄付で成り立っていることが多く財産は少額です。活動内容も「多業種型・広汎型」が多く、何より、「自立性」を尊んだ活動を旨としています。

こういうわけで、市民活動団体が法人格を必要とする時は、公益法人制度はなかなか利用できず、どうしても法人格が必要な場合は、株式会社や有限会社などの「営利法人」を取得する事例が頻発していました。そこで、こうした市民活動団体に価値を認め、社会的に支援・育成することが大事であるとして、こうした団体にふさわしい新しい立法をする必要に迫られたというのが立法の背景です。その認識は、阪神淡路大震災におけるボランティアや市民活動団体の活躍で一気に促進されました。もしなかったら、立法への道程ははまだまだ遠かったかもしれません。

ＮＰＯ法（人）にはどんなメリットがあるのでしょうか

  一般的に「ＮＰＯ法」という場合、法の内容として「法人格の問題」ともう一つ財政面から支援しようとする「（優遇）税制」問題があります。「法人格」のメリットは、「社会的な契約主体になれる」というメリットです。組織的な体制を整えることにより、社会的な信頼が増し、寄付やボランティアの支援を得やすくなります。

税制優遇について、どの国でも、法人税を減免したり、寄付した人（団体）の所得税を控除したりする仕組みがあります。勿論、日本にもあります。しかし、仕組みや適用基準はそれぞれ違います。例えば、アメリカでは、法人格を取得（行政庁への届出制）すると、それと同時に税制上の優遇措置の取得申請を今度の歳入庁(国税庁)へします。幾種類かのランクがありますが、審査された上で適用されます。イギリスでは、政府から独立した「チャリティ委員会」という組織があって、そこで、登録チャリティ団体（寄付者が税控除を受ける団体）と認定するかどうかの審査をします。

日本では、「法人格の付与」と「税制優遇措置」が一体となった一つの法律として立法されていました（例えば、社会福祉事業法によって社会福祉法人を定め同時に優遇措置も決める）が、今回のＮＰＯ法の場合、立法を急ぐという側面や「法人格の取得に関する規定と優遇税制の規定は分けたい。分けて論議したい」という市民側の意向もあり、「簡易に法人格を取得出来るようにして、税制措置の詳しい設定は時間をかける」ということで、「税制上の支援措置は今後２年以内に検討し結論を出す」（附帯決議）とされました。

「人格なき社団」における税制とは、営利法人などと比べると、「本来の事業に関わる会費や寄付金、補助金などは収益として計上しなくてよい」というメリットがありますが、公益法人のように法人税の優遇制度はないというものです。

しかし、すでに「地方税に関してＮＰＯ法人に対しては減免措置をする」という自治体が現れたりしており、この法律が「団体委任事務」（運用事務の権限が地方自治体にあること）という性格もあって自治体によっては先駆的な運用が起きるかも知れません。

本格的な優遇税制は今後ＮＰＯ法人がたくさん生まれ、社会的に重要な役割を果たし評価されるなかで、次の段階として議論され確立されてゆくしかありえません。そのためには、今回のＮＰＯ法を議員立法＋市民立法で成立させたように、市民側の、とりわけＮＰＯの主体的な努力が不可欠です。

ところで、任意団体としての市民活動団体の実態は、各種の税務について無届・無処理が大半です。すなわち、役所によって補足されていないということでもあります。従って、優遇措置を求めることは納税者として顕在化するということですので、一方で納税義務のある税金を納めることが付加してきます。責任の顕在化に対する自覚が必要です。

どんな団体が法人格を取得できるのでしょうか。

  法律の名前は「特定非営利活動促進法」といい、ここで誕生する法人の名前は「特定非営利活動法人」といいます。法文を引用します。

第1条（目的）に、「この法律は、特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること等により、ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進に寄与することを目的とする」と述べ、

第2条(定義)で「この法律において「特定非営利活動」とは、別表に掲げる活動に該当する活動であって、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう」としています。

続けて、

「２、この法律において「特定非営利活動法人」とは特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、次の各号のいずれにも該当する団体であってこの法律の定めるところにより設立された法人をいう。

一、次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。

イ、社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。

ロ、役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の3分の一以下であること。

二、その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。

イ、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするものでないこと。

ロ、政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。

ハ、特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするものでないこと」

と規定しています。

なお、「別表に掲げる活動」とは

「一保健、医療又は福祉の増進を図る活動　  二社会教育の推進を図る活動　  三まちづくりの推進を図る活動　  四文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動　  五環境の保全を図る活動　  六災害救援活動 　 七地域安全活動　  八人権の擁護又は平和の推進を図る活動 　 九国際協力の活動　  十男女共同参画社会の形成の促進を図る活動　  十一子どもの健全育成を図る活動　  十二前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動」の１２の項目が列挙されています。

整理しますと、この法律の趣旨は、「特定非営利活動を行うことを主たる目的とする団体に法人格を付与する」ということで、では、「特定非営利活動とは何か」について、「１２項目の活動に該当し」「不特定多数の利益の増進に寄与」するものであり、「営利を目的とせず」「社員の資格の得喪に関して不当な条件を付さない」「役員のうち報酬を受ける者の数が3分の一以下であること」と「宗教活動、政治活動、選挙活動に関する制限」などを規定しています。

それぞれの文言の解釈について国会で細かく論議されていますが、実際の解釈・判断はこれから所轄庁である「都道府県（二つ以上の県に事務所が存在する場合は経済企画庁）」によって行われます。例えば、「１２項目の活動」について、それはどういう活動を指すのか、ということはこの法律のどこにも定義されていません。まさに、実際にどのような団体が認証されるのかはこれからの実例の中にしかないと言えます。

こうした点でも、ＮＰＯ側が所轄庁や議会への働きかけによって、法の主旨である「民間非営利団体が簡易に法人格を取得できるように」努力する必要があります。

（注記）

日本で、法人格を持っているのが「約30万」というのは、1994年に総合研究開発機構が行った調査が基礎数字です。民法法人、社会福祉法人、学校法人、宗教法人、生協、医療法人、管理組合法人、認可地縁団体、公益信託に該当する団体の統計を出していますが、それによりますと、合計250,499団体です。1991年の各法人毎の統計が中心です。ところで、日本で「ＮＰＯ」を対象にした法人格を付与する法律は約100あるそうです。前記の9種以外ですと、労働組合や特殊法人、弁護士会や商工会などがあります。従って、そういうものを足すと約30万団体と言って良いだろうと推定しました。

法人格を持たない団体については、1995年に経済企画庁が「継続的、自発的に社会的活動を行う、営利を目的としない団体で、公益法人でないもの」という基準で、世田谷区、広島市、奈良市、近江八幡市、南那須町の5ｹ所で調査し、それを人口比率で割り戻して全国の数値を出していますが、それによりますと8万7千団体です。このほかにも様々な調査が行われていますが、そうした調査を総合判断して、約10万団体という数字で説明しました。しかし、1998年の愛知県西尾市での調査ですと、人口10万人の町ですが地縁団体やサークル団体を含めると約1000団体、うち市民の自主的な活動団体が500団体でした。同じような調査で人口7万人の犬山市では300団体といった数字が出ています。このレベルの団体数の統計を全国ではじくとおよそ50万団体という数字が出ます。

8万7千団体のうちの約１割が法人格を必要としているとされています。

さて、次にアメリカですが、国際的な比較をする場合、各国で制度も違えば概念も違います。正確には一つ一つの国の制度や概念を踏まえて数値を見ることが必要だと思いますが、私が示した数値は、岡部一明さん（元日本太平洋資料ネットワーク事務局長）がアメリカのＮＰＯ制度を紹介されているなかで、1990年度の連邦歳入局に登録されているＮＰＯ法人の数として紹介されている数値（1,375,000団体）を参考にしました。ほかの文献でも130万団体という表現が目につきます。現在はやや減っているという報告を聞いていますので約130万団体としました。

イギリスでは、アメリカのように非営利法人一般に関する統一的な法人格付与の法律はありません。あるのは、法人格が如何なるものであれ、また、法人格を有するか否かにかかわらず、活動目的や内容が「公益（チャリティ）」であるかどうかを判断し、あると認定されれば免税措置を受けることが出来る「登録チャリティ」という制度です。18万団体あるとされています。また、イギリスでは、ＮＰＯという表現を使いません。民間の非営利の活動団体をボランタリー団体と言うことが通常です。このボランタリー団体の数は約50万団体と言われますが、さらに、この50万団体の枠外に無数の草の根団体があるのはアメリカや日本と同じです。

1990年から95年にかけて、アメリカのジョン・ホプキンス大学のレスター・Ｍ・サラモン教授を中心にした国際的なプロジェクトが国際比較調査を行っていますが、３国における非営利セクターでの雇用者数は、日本140万人、アメリカ710万人、イギリス90万人、また、年間運営費額(支出)は、日本949億米ドル、アメリカ3409憶米ドル、イギリス466憶米ドルとなっています。また、日本語版への序文でサラモン教授は、日本の非営利セクターの問題点や特徴にふれて、「（絶対的な規模では大きいが、）相対的な規模では他のほとんどの先進国の後塵を拝している。非営利セクターの雇用者数は全体の2.5％に過ぎず、７ケ国（英･米･仏･伊･独･日･ﾊﾝｶﾞﾘｰ）平均の3.4％に比べてかなり低い」「非営利組織の運営に関する法体系は非常に制約が多い。世界のほとんどの先進国において非営利組織を設立することは本質的に「権利」であるのに対し、日本では個別の省庁により与えられたり、取り上げられたりする「特典」のように取り扱われている」「日本の非営利セクターを制約する他の要因は、民間よる公益活動支援の水準が低いことである。平均すると非営利セクターの収入の10％が民間寄付であるのに対し、わずか１％である」などと指摘しています。

しかし、同時に、「このように制約が多いにもかかわらず、日本の非営利セクターは注目され始めており、動きが始まっている。新しい社会的需要、政府の官僚統制に対する苛立ちあるいは国家財政のきびしさなどが、一般大衆および経済界双方に非営利機関に対する新たな関心を呼び起こしている」と注目しています。かなり、端的に日本のＮＰＯの実態や問題点を表しています。

幾つかキーワードとなる「言葉」。

１、市民、及び市民活動

　「市民」という言葉は、日本では法律的な定義が出来ていないそうです。国会でＮＰＯ論議が始まった頃、市民という言葉の扱いについて話題になりました。「市民活動促進法案」ではなく、「特定非営利活動促進法」に改めることになった背景にはこの問題が指摘されています。

　歴史的にみると、第２次大戦前は、「臣民」というような表現が使われていました。戦後は、「国民」とか「住民」という表現が使われました。「市民」という言葉は、1950年代になって、「住民運動と呼ぶのか、市民運動と呼ぶのか」という論争が社会運動の領域で行われ、60年代に至って、「市民」とか「市民運動」という言葉が一般化してきたようです。

このように、「市民」という概念は、欧米のように数百年の歴史があるわけではありません。日本では、いまだに、「国民」「住民」「農民」「労働者」というように、その属性を表現することが多く、「国家や属性から自立し、社会に対して責任を負う個人としての“市民”」という考え方はまだまだ定着していません。非常に新しいものだといえます。

日本における市民の歴史は、ＮＰＯ法とともにこれから始まると言って良いと思います。

２、公共性、公益性。

法的な解釈では「公益とは、不特定多数のものの利益」とされています。日本では、古い時代は「公」とは「天皇や朝廷」を意味していましたし、明治以降は、「国家」を意味し、その管理者としての「官／行政」が「公」の実質的運営やその中身の判断を行ってきています。

一方、欧米社会では、「公」とは「Ｐｕｂｌｉｃ（公共）」であり、「一般国民の。公衆の」とか「公開の」という意味で使われます。従って、「一般国民が公開で創ってゆくもの」です。「一般国民」が「市民」であり、「公共性・公益性」は市民のものです。

日本において、「公共」を担う「市民」が台頭し、成長することが待たれるのは、「官」によって管理されている「公」を本来は「市民」が担う必要があるからです。そこへ成長しなければならないという意味をこめて、「市民」であることを宣言する必要があります。

３、政治活動

  特定非営利活動促進法では、「政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものであってはならない」とされ、また、「特定の公職者や政党に関わる選挙活動を行うこと」が禁じられています。

市民活動をしている場合、その延長上で「政治」への提言や「要望」が出てくることは自然なことです。国会での議論から要点をまとめます。

ＮＰＯ法において、「政策提言活動や政治上の施策を推進すること」と「政治活動」と「選挙活動」は分けて規制されています。「政策提言活動や政治上の施策を推進すること」は禁じられていません。それを「主たる目的」とすることは構いません。

政治活動については、「主たる目的としてはならない」のであって「従たる目的となること」は構わないとされています。

選挙活動は、「組織として行うこと」は一切禁止されています。

以上のことは「組織としての行為」に対してで、「個人として行うこと」までは禁止されていません。

なお、「政治上の主義」とは、「自由主義、民主主義、資本主義、社会主義、共産主義、議会主義といった、政治によって実現しようとする基本的・恒常的・一般的な原理原則がこれにあたる」とされ、公害防止、老人対策などを政治によって具体的に実現しようというのは「政治上の施策を推進する政策提言活動にあたる」とされています。

「主たる」とは、「過半を占める」という意味です。

４、認証、認可。

　最も許可権者に権限を委ねるものとして「許可主義」があります。許可権者の裁量によって認めるものです。公益法人の設立手続きがこれです。

そして、この対極にあるのが申請者の意志に大幅に委ねる「準則主義」です。一定の要件と手続きを備えて届け出をすれば自動的に認められるというものです。株式会社や有限会社などの設立手続きがこれです。

そして、その中間に「認可主義」がありますが、ＮＰＯ法では「認証」という表現が用いられ、「認可と準則主義の中間にある」とされています。

５、情報公開／報告義務

  他者から、あることを任されている場合、執行内容について説明出来なくてはならない、という概念を「アカウンタビリティ（説明義務）」と言いますが、この概念もＮＰＯ法の重要なポイントです。

例えば、行政は納税者に対し、企業は株主に対し情報を開示し報告を行う義務を負っているということです。ＮＰＯにもそれが求められます。ＮＰＯにおいては会員や寄付者です。

ところで、ＮＰＯといっても、公益法人などにおいては、所轄庁への報告で済ませてきましたが、認可する官庁が監督もするということでこうした仕組みの限界を指摘する声も聞かれました。ＮＰＯ法人の場合は、市民（社会）が監督するという観点を重視しています。

行政や企業においても、納税者や株主に止まらず、社会全体への説明責任を問うことが一般的になりつつあります。ＮＰＯ法において「情報公開に重点をおき、市民がその情報を見て公益性や信用度を判断する」という考えを強調していますが、逆にいうと、市民が見てわかるものを情報公開する必要があるということです。ただ情報公開すれば良いということではありません。
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